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Ⅰ ファンドの概要 

１．ファンド概要 

名 称 DHLCF 合同会社 

代 表 者 代表社員 一般社団法人 DHLCF 職務執行者 田渕安春 

所 在 地 東京都千代田区永田町二丁目 4番 8号 

事務連絡先 大和ハウス・アセットマネジメン株式会社 私募ファンド本部 03-3595-1312 

事 業 活 動 不動産信託受益権への投資及び運用 

 

２．認証・登録範囲 

DHLCF 合同会社が保有する 6物件（物流施設） 

 

３．資産運用助言会社概要 

名 称 大和ハウス・アセットマネジメント株式会社 

代 表 者 代表取締役社長 土田耕一 

所 在 地 東京都千代田区永田町二丁目 4番 8号 

設 立 2004 年 9 月 1日 

資 本 金 3 億円 

株 主 大和ハウス工業株式会社 100％ 

 

Ⅱ 環境経営方針 

１．方針 

大和ハウスグループでは、「共に創る。共に生きる。」を基本姿勢とし、人・街・暮らしの価値共創グルー

プとして、ステークホルダーとの信頼関係を構築して事業を通じて社会に貢献すること、ならびに、環境負

荷“ゼロ”に挑戦してサステナブルな社会の実現を目指しています。 

不動産投資運用業務に ESG への配慮を継続的に組み込むことが、本ファンドの基本方針である中長期にわ

たる安定した収益の確保と資産の着実な成長に資すると考えています。 

(1) 地球温暖化防止 

脱炭素社会の実現に向け、省エネルギー設備の導入などによる省エネ対策を推進します。また、再生可

能エネルギー発電設備の導入や導入物件の取得を検討します。 

(2) 自然環境との調和（生物多様性保全） 

自然資本の保全・向上に向け、豊かな自然環境を将来世代に継承できる社会を目指し、周辺環境との調

和に配慮した植栽管理を推進します。 

(3) 資源保護（廃棄物削減・水資源保護） 

資源循環型社会の実現に向け、節水設備機器の導入による節水対策、ならびに資源のリデュース・リユ

ース・リサイクルの 3R 活動を推進します。 

(4) 化学物質による汚染の防止 

人や生態系が化学物質による悪影響を受けることのない社会を目指し、不動産運用時における有害化学

物質の削減、代替、及び適正管理を推進し、リスクの最小化に取り組みます。 

(5) 社内体制の構築と従業員への取り組み 

サステナビリティを推進するための社内体制を構築し、従業員の教育・訓練を定期的に実施して人財の

育成に取り組みます。また、安全かつ健康的に働くことのできる職場・多様な従業員が柔軟に働ける職

場作りを目指します。 

(6) 社外のステークホルダーとの信頼関係の構築 

社外のステークホルダーとの信頼関係の構築を目指し、お客さまであるテナントの満足向上、サプライ

チェーンにおける CSR の推進を図るための取引先への働きかけ、地域市民との地域共生活動に取り組み
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ます。 

(7) 情報開示によるコミュニケーションの推進 

ESG に関する情報を積極的に開示し、投資家を始めとするステークホルダーとの対話を今後の事業活動

に活かしていきます。また、グリーンビルディング認証の継続的な取得を検討していきます。 

(8) 法規制等の遵守とリスクマネジメント 

ESG に関する法令を遵守します。また、不動産取得時のリスク評価における環境・社会的影響の考慮や

人権啓発の推進など、適切なリスクマネジメントに努めます。 

 

制定 2020 年 12 月 1 日 

DHLCF 合同会社 

代表社員 一般社団法人 DHLCF 職務執行者 西川康洋 

 

Ⅲ．環境経営体制 

１．サステナビリティ推進体制 

本資産運用助言会社は、「サステナビリティ方針」に基づく ESG への配慮を推進していくために、「サ

ステナビリティ推進体制規程」を制定し、社内体制、ステークホルダーとの協働、情報開示方針等につ

いて定め、適切なサステナビリティ推進体制の確保を図るとともに、サステナビリティ委員会を原則と

して 1か月に 1回以上開催し、サステナビリティに係る目標や施策を検討し、目標や各種施策の実行に

取り組んでいます。 

 

サステナビリティ委員会 

本資産運用助言会社の代表取締役社長が務める最高責任者、サステナビリティ推進部長が務める執行

責任者、私募ファンド本部長等が務める実行責任者、全常勤取締役、本部長、部長（コンプライアンス

部長を除く）及び選ばれた役職員で構成されています。また、オブザーバーとして社外専門アドバイザ

ー、コンプライアンス・オフィサーが出席しています。委員会は毎月必ず１回以上開催され、原則とし

て年１回、最高責任者が全体の取り組み状況の評価や必要に応じて見直しの指示を行います。 

 

２．資産運用助言会社組織図 
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 Ⅳ 環境経営目標 

１．サステナビリティ目標（KPI） 

本資産運用助言会社は、資産運用業務における省エネルギー、温室効果ガス（GHG）排出削減等を重要な環

境課題として認識し、個別のポリシーを設け、環境負荷の低減を図っています。 

2021 年 4 月からの運用実績を基に 2021 年度を基準年度とするエネルギー消費量の削減目標（中長期目標）

について以下のとおり定めています。 

 

 

 

指標 
長期目標 

（2022 年～2031 年までの 10 年間） 
2022 年度目標 

（2022 年 4 月～2023 年 3 月） 

エネルギー消費量 
2021 年度（基準年度）から 
原単位を 10％削減 

2021 年度（基準年度）から 
原単位を 1％削減 

温室効果ガス（GHG）排出量 
2021 年度（基準年度）から 
CO2 排出原単位を 10％削減 

2021 年度（基準年度）から 
原単位を 1％削減 

水消費量 
2021 年度（基準年度）における 
原単位以下に削減 

2021 年度（基準年度）における 
原単位以下に削減 

廃棄物管理 
2021 年度（基準年度）における 
リサイクル率以上に向上 

2021 年度（基準年度）における 
リサイクル率以上に向上 

２．サステナビリティ目標 

本資産運用助言会社は、サステナビリティ方針を実践するために、役職員だけでなく大和ハウスグループ

各社を含む外部のステークホルダー（お客さまとしてのテナント、プロパティマネジメント会社（以下「PM」）・

建物管理会社（以下「BM」）を含む取引先、地域市民等）との協働を推進する。実施可能なものから順次進め

ていくものとし、協働を推進する項目は以下のとおりとするが、これに限らない。 

（1）テナントとの協働 

  テナント満足度の向上及びテナントとの協働によりサステナビリティ推進を図るため、PM・BM等と連携し、

テナント向け施策について検討する。項目の例は以下のとおりとするが、これに限らない。 

a. テナント満足度調査の実施 

b. 調査結果に基づくフィードバック 

c. テナント向けサステナビリティ・ガイドの提供 

d. 建物におけるサステナビリティ情報の掲示 

e. グリーンリースの実施 

（2）地域市民との協働 

・ 会社単位又は物件単位の地域への貢献について施策を検討する。 

・ 可能な限り上記施策が及ぼす地域への影響についてモニタリングを行い、改善を図る。 

・ サステナビリティに焦点を当てた地域関与プログラムの例は以下のとおりとする。 

a. サステナビリティに関する教育プログラム 

b. 健康・福祉に関するプログラム 

c. 公共の場において開催するサステナビリティ等を高めるプログラム 

d. 地域コミュニティにおける雇用創出 

e. 調査及びネットワーク活動 

f. チャリティ活動や地域グループ活動の支援 

g. コミュニティの関心事項に対処する効果的なやりとりやプロセス 

h. 災害時の支援を含むレジリエンスに関するプログラム 

（3）環境外部認証の取得 

a. CASBEE 不動産 

b. DBJ グリーンビル認証 

c. BELS 評価 

個別物件について、2022 年から 2031 年の 10 年間でエネルギー消費原単位及び CO2排出原単位を

10%削減することを目標とします 
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Ⅴ 環境経営計画・目標・実績・評価 

１．サステナビリティ目標（KPI）：エネルギー消費量の削減目標に向けた計画・実績・評価 

 

責任者：私募ファンド本部アセットマネジメント部長 

指標 
基準年度（2021 年度） 

原単位 

2022 年度 

実績 原単位 

2022 年度 

実績 総量 

エネルギー消費量 0.0856（MWh/㎡） 0.0807（MWh/㎡） 23,966（MWh） 

温室効果ガス（GHG）

排出量 
0.0383（t-CO2/㎡） 0.0354（t-CO2/㎡） 10,731（t-CO2） 

水消費量 0.1138 （㎥/㎡） 0.0975 （㎥/㎡） 28,958 （㎥） 

廃棄物リサイクル率 82.8 ％    － 80.0  ％  

※1 算出方法 本ファンドが保有する物件のうち、データを取得できた物件を対象としています。  
  原単位は、（総量）÷原単位分母（延床面積（㎡））として計算しています。 
※2 排出係数について、スコープ 2は 0.000434(t-CO2/kWh)（2022 年度ロケーション基準）、スコープ 3は 

2022 年度の各供給会社の排出係数（マーケット基準）を使用しています。 

 

指標 計画 2022 年度 実績 評価 

エネルギー消費量 
照明の間引き点灯の推進、 

適切な空調温度設定の推進 
人感センサーの設置 

遮熱フィルムの貼付 
各施策を着実に実施したこ

と、啓発ポスターを作成、

テナントに説明し削減の協

力依頼を実施したことを評

価 

温室効果ガス（GHG）

排出量 

照明の間引き点灯の推進、 

適切な空調温度設定の推

進、非化石証書の購入 
非化石証書の購入 

水消費量 節水の推進 
節水コマの設置 

漏水センサーの設置 

廃棄物管理 リサイクルの推進 
啓発ポスターを掲示 

 

２．サステナビリティ計画・目標・実績・評価 

（1）テナントとの協働 

計画 目標 実績 評価 

第三者によるテナント満足度調査を実施 5 物件 達成：5物件 
結果を管理会社と共有し、改

善事項の協議に活用した テナント満足度結果を 

テナントにフィードバック 
5 物件 未達成：0物件 

サステナビリティ・ガイドを物件に掲示 5 物件 達成：5物件 テナントに説明したうえで

掲示したことを評価 サステナビリティ情報を物件に掲示 5 物件 達成：5物件 

テナントとグリーンリース契約を締結 5 物件 達成：5物件 
グリーンリース契約に基づ

きエネルギーデータの入手、

削減提案等を実施できた 
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（アイドリングストップポスターの掲示）  （節電ポスター、サステナビリティ・ガイドの掲示） 

 

 

 

 

 

 

 

（節電ポスター、節水ポスター・ゴミ分別、サステナビリティ・ガイドの掲示）   

 

（2）地域市民との協働 

計画 目標 実績 評価 

物件における従業員募集を近隣地域から創出 5 物件 達成：5物件 

達成を継続すること 
地域住民にアンケートを実施 1 物件 達成：1物件 

アンケート結果に基づき活動を支援 1 物件 達成：1物件 

災害時等における一時避難施設として物件施設を提供 1 物件 達成：1物件 

 

（3）環境外部認証の取得 

計画 目標 実績 評価 

BELS 評価の取得 5 物件 達成：5物件 
エネルギー格付を取

得 
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Ⅵ 環境関連法規への違反、訴訟等の有無 

 

事業活動における環境関係法規について PM 会社、BM 会社からの報告に基づき、届出漏れ、法令違反がな

いことを確認しています。なお、関係当局からの違反等の指導事項及び訴訟はありません。 
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Ⅶ 全体評価と見直しの結果 

【総評】サステナビリティ委員会における意見・指示 

環境経営システムの変更の必要性は無いと評価するが、環境経営目標達成のために継続して取り組みを推進

すること 

対象期間 2022 年 4 月～2023 年 3月 

項 目 報告内容 2023 年度への改善指示 

環境関連法規制

の遵守状況 

遵守チェックの結果、適用される法規制

を遵守した 

法規制内容を理解し、継続して遵守する

こと 

環境経営目標の

達成状況 
目標未達成のものがあった 

年間目標を達成できるように、環境負荷

の削減に継続して努力すること 

環境経営計画の

実施状況 
計画した目標達成手段を適切に実施した 

環境経営計画の周知を深め、取り組みを

進めること 

是正処置・予防処

置の実施状況 

目標達成状況、取組み状況、環境関連法

規の遵守に問題が無く、是正処置・予防

処置は無い 

問題が発生した場合は、速やかに改善の

対策を実施すること 

外部からの 

苦情・要望等 
外部からの苦情や要望は無かった 

今後外部からの苦情や要望があった場合

は、適切に対応すること 

環境経営システ

ムの変更の必要

性 

環境経営方針 変更の必要は無い 

環境経営目標 変更の必要は無い 

環境経営計画 変更の必要は無い 

実施体制 変更の必要は無い 
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Ⅷ 次年度の目標及び計画 

１． サステナビリティ目標（KPI）：エネルギー消費量の削減目標及び計画 

指標 2023 年度目標 計画 

エネルギー消費量 
2021 年度（基準年度）比 

原単位を 1％削減 

照明の間引き点灯の推進、 

適切な空調温度設定の推進 

温室効果ガス（GHG）排出量 
2021 年度（基準年度）比 

CO2 排出原単位を 1％削減 

照明の間引き点灯の推進、適切な空調

温度設定の推進、非化石証書の購入 

水消費量 
2021 年度（基準年度）比 

原単位以下に削減 
節水の推進 

廃棄物管理 
2021 年度（基準年度）比 

リサイクル率以上に向上 
リサイクルの推進 

 

２．サステナビリティ目標及び計画 

（1）テナントとの協働 

項目 2023 年度目標 計画 

テナント満足度調査の実施 － 2025 年度に実施予定 

調査結果に基づく改善・フィードバック － 調査結果に基づき改善事項を検討 

テナント向けサステナビリティ・ガイドの提供 8 物件 
サステナビリティ・ガイドの物件

掲示を継続 

建物におけるサステナビリティ情報の掲示 8 物件 
サステナビリティ情報の物件掲示

を継続 

グリーンリースの実施 8 物件 
テナントとグリーンリース契約に

基づく協議会の実施 

（2）地域市民との協働 

項目 2023 年度目標 計画 

地域コミュニティにおける雇用創出 8 物件 
物件における従業員募集を近隣地

域から創出 

調査及びネットワーク活動 1 物件 地域住民を定期的に訪問 

チャリティ活動や地域グループ活動の支援 1 物件 地域活動を支援 

災害時の支援を含むレジリエンスに関するプログ

ラム 
1 物件 

災害時等における一時避難施設と

して物件施設を提供 

（3）環境外部認証の取得 

認証 2023 年度目標 計画 

BELS 評価の取得 1 物件 新規認証を取得 

CASBEE 不動産 1 物件 新規取得を検討 
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Ⅸ 研修等 

１．サステナビリティに関する研修の実施 

  2021 年度に実施した研修内容 

（1） 

1. ESG 投資普及の背景と昨今の潮流 

  ・ESG 投資 

・PRI（責任投資原則） 

・長期投資と ESG 情報の親和性 

・世界の指導者が認識するリスク 

・公的セクターによる ESG の推進 

・GRESB Shared Vision 

（2）TCFD 情報開示の動向 

・気候変動 

・TCFD とは 

・国内での気候関連情報開示義務化の動き 

・気候変動によるリスクと機会（移行リスク、物理リスク） 

・SBTi における目標設定 

（3）GRESB （不動産セクターの ESG ） 

・GRESB とは 

 

（4）人権リスク、 DEI と企業に求められる行動 

・不動産関連企業における社会課題 

・不動産関連企業における人権リスク 

・ビジネスと人権に関する指導原則 

・企業に求められる行動（コミットメント、人権 DD、救済） 

・DEI とは 

 

 


